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本冊子における保険料等の金額は記載単位未満を切り捨てて表示し、増減等の比率は、小数点第2位を四捨五入して小数点第1位までを
表示しています。なお、一部の比率および利回りについては小数点第3位を四捨五入して小数点第2位までを表示しています。 

ソニー損保が一員となっているソニーフィナンシャルホールディングスグループ（SFHグループ）は、当社・ソニー
生命保険株式会社・ソニー銀行株式会社、金融持株会社であるソニーフィナンシャルホールディングス株式会社
などから構成される総合金融サービスグループです。

SFHグループは、金融の持つ多様な機能〈貯める・増やす・
借りる・守る〉を融合して、お客様ひとりひとりの経済的
ニーズに合わせた付加価値の高い商品と質の高いサービ
スを提供することにより、お客様から最も信頼される金融
サービスグループになることを目指します。

■ SFHグループのビジョン

2001年5月から、ソニー生命のライフプランナー（営業
社員）が、ソニー損保の自動車保険を販売しています。また、
2004年10月からは、ソニー銀行の住宅ローンを利用さ
れるお客様を対象に、ソニー損保の住宅ローン専用長期
火災保険を販売しています。

■ ソニー損保とSFHグループ各社との連携

SFHグループの各社は、ソニーグループ共通のポイント
プログラム「ソニーポイント」への参加や、社会貢献活動・
環境保全活動におけるソニーグループ全体の取組みへの
参加などを通じ、ソニーグループの一員としても活動して
います。

■ SFHグループとソニーグループとの連携

■ SFHグループ各社の特長

傘下に置く各社の経営管理を行うとともに、SFHグループの
金融機能の融合を推進しています。

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社（SFH）

お客様ひとりひとりに最適なオーダーメイドの生命保険を
お届けするとともに、人生の伴走者として、一生涯にわ
たってお客様の人生をサポートしています。

ソニー生命保険株式会社（ソニー生命）

ソニー生命の専属代理店として、ライフプランニングを
ベースとした最適な保障を提案するとともに、ソニー銀行
の円普通預金口座開設業務および住宅ローン、ソニー損
保の自動車保険も取扱っています。

株式会社リプラ（リプラ）

お客様ひとりひとりの、セカンドライフに必要となる資産
（老後の生活資金）形成をお手伝いしています。

ソニーライフ・エイゴン生命保険株式会社（ソニーライフ・エイゴン生命）

個人のためのインターネット銀行です。資産運用を中心
とした利便性と質の高い金融商品・サービスを提供してい
ます。

ソニー銀行株式会社（ソニー銀行）

ソニー銀行と連携して、中長期的な有価証券運用サービスを
提供するインターネット専業の証券会社です。

ソニーバンク証券株式会社（ソニーバンク証券）

ソニーフィナンシャルホールディングスグループ
ソニー損保の経営
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事業の概況I

①事業の内容 

③事業の成果 

②事業の概況

ソニー損保は、1999年秋の開業以来、ウェブサイトやコールセンターを通じてお客様に商品やサービスを直接提供する
ダイレクト型のビジネスモデルをベースに損害保険事業を展開しています。主な取扱商品は、充実した補償を納得感のある
保険料で提供するリスク細分型の自動車保険とがん保障に重点をおいた医療保険などであり、お客様とのダイレクトな
関係を大切にしながら、商品やサービス品質の改善に継続的に取組んでいます。

以上のような取組みを通じて事業活動を展開した結果、2010年度の損益状況については、保険引受収益73,375百万円、
資産運用収益766百万円等を合計した経常収益は74,166百万円となりました。一方、保険引受費用54,491百万円、資産
運用費用2百万円、営業費及び一般管理費17,491百万円等を合計した経常費用は72,021百万円となり、この結果、経常
利益は2,144百万円となりました。これに特別損益、法人税等合計を加減した当期純利益は、1,297百万円となりました。

2010年度の日本経済は、外需拡大にともなう生産・輸出の増加やエコカー減税等の消費刺激策による内需下支え効果は
あったものの、急激な円高進行や低調な雇用・所得環境などのマイナス要因もあり、回復感に乏しいものとなりました。また、
2011年3月に発生した東日本大震災とその後の余震により、損害保険業界では特に地震保険の対応面で大きな影響が出
てきています。

商品

主力の自動車保険において、保険開始日が2011年2月
以降のご契約を対象に、契約距離区分の細分化、ゴールド
免許割引の割引率拡大等の各種割引制度の見直し、当社
損害率実績などに基づく保険料水準の見直しを含む商品
改定を実施し、お客様のニーズに対応するとともにリスク
細分を一層進化させました。

顧客サービス

自動車保険のウェブサイトを改訂し、見やすさ・分かりや
すさの改善と各種契約手続の利便性を高めました。また、
お客様のご意見や苦情を踏まえた業務品質向上にも日々
努めており、その活動はウェブサイト上のコミュニケー
ションサイト「不満ゼロへの挑戦」で公表しています。

マーケティング

新しいテレビコマーシャルの投入や新聞・雑誌・インター
ネットの広告強化により保有契約件数を順調に増やしま
した。自動車保険の保有契約件数は2011年3月末時点
で125万件を超え、全種目合計の元受正味保険料は前年
度比8.6％の成長を達成することができました。

そのほかの主な取組み

環境保全活動面では、自動車保険の走行距離と連動させた
当社独自の寄付プログラムを実施しており、2009年3月の
プログラム開始以降、累計5基の太陽光発電設備を幼稚園
や保育園に寄贈しました。

今後も「“Feel the Difference”～この違いが、保険を
変えていく。～」というスローガンのもと、お客様にソニー
損保ならではの価値ある違いを感じていただけるよう、
商品やサービスの一層の充実に取組んでまいります。

保険引受の概況

保険引受の概況については、正味収入保険料は73,343百
万円となりました。一方、正味支払保険金39,256百万円、
損害調査費4,782百万円を計上した結果、正味損害率は
60.0％となりました。

また、諸手数料及び集金費1,324百万円、保険引受に係る
営業費及び一般管理費17,413百万円を計上した結果、正
味事業費率は25.5％となりました。これらに支払備金繰入
額、責任準備金繰入額等を加減した結果、保険引受利益は
1,469百万円となりました。

資産運用の概況 

当年度末の総資産は、前年度末に比べ11,042百万円増
加して109,382百万円となりました。このうち有価証券
などの運用資産は前年度末に比べ7,731百万円増加し
て84,695百万円となり、利息及び配当金収入は784百
万円となりました。

2010年度（2011年3月期）の各種概況
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④会社が対処すべき課題  
ソニー損保の中長期的な課題は以下のとおりです。この取組みを通じて引続き業務品質の向上に努めるとともに、企業価値
の最大化に全力を尽くし、お客様から信頼される保険会社であり続けることを目指します。

　＜中長期的な課題＞

　　①収益ある持続的な成長（トップラインの拡大と収益力の強化）
　　②お客様にとって価値のある新商品の開発・発売
　　③高品質な事故対応サービス、お客様対応サービスの確立
　　④法令遵守態勢の充実
　　⑤業容拡大、機能向上に向けたシステム基盤の整備

さらに、当社はソニーフィナンシャルホールディングスグループの一員として、今後ともソニー生命保険株式会社、ソニー
銀行株式会社などとの連携強化に努め、お客様のニーズに合致したサービスを提供できるよう努力していきます。

（単位 : 百万円）決算のしくみ［2010年度（2011年3月期決算）］

正味収入保険料 73,343
積立保険料等運用益  31

保険引受収益 73,375 資産運用収益 766

その他経常収益 24

利息及び配当金収入 784
有価証券売却益 3
有価証券償還益 10
積立保険料等運用益振替 △31

資産運用費用 2

営業費及び一般管理費 17,491

その他経常費用 36

有価証券償還損 2正味支払保険金 39,256
損害調査費 4,782
諸手数料及び集金費 1,324
支払備金繰入額 3,178
責任準備金繰入額 5,948
その他保険引受費用 0

保険引受費用 54,491

保険引受に係る営業費 17,413及び一般管理費

その他収支 △0

保険引受利益 1,469

経常収益 74,166

経常費用 72,021

経常利益 2,144

特別損益 △65

当期純利益 1,297

法人税及び住民税  781法人税等調整額 
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主要な経営指標等の推移Ⅱ

区　分
年　度 2006年度 2007年度 2008年度

（単位 : 百万円）

正 味 収 入 保 険 料
（ 対 前 期 増 減 率 ）

保 険 引 受 利 益
（ 対 前 期 増 減 率 ）

経 常 収 益
（ 対 前 期 増 減 率 ）

経 常 利 益
（ 対 前 期 増 減 率 ）

当 期 純 利 益（ △ は 当 期 純 損 失 ）
（ 対 前 期 増 減 率 ）

正 味 損 害 率

正 味 事 業 費 率

利 息 及 び 配 当 金 収 入
（ 対 前 期 増 減 率 ）

運 用 資 産 利 回 り（ イン カ ム 利 回 り ）

資 産 運 用 利 回 り（ 実 現 利 回 り ）

有 価 証 券 残 高

貸 付 金 残 高

責 任 準 備 金 残 高

資 本 金
（ 発 行 済 株 式 の 総 数 ）

純 資 産 額

総 資 産 額

積 立 勘 定 とし て 経 理 さ れ た 資 産 額

自 己 資 本 比 率

配 当 性 向

ソ ル ベ ン シ ー ・ マ ー ジ ン 比 率

従 業 員 数

50,467
（ 11.5% ）

1,610
（ － ）

51,020
（ 11.6% ）

2,044
（ － ）

1,598
（ － ）

53.6%

26.3%

442
（ 48.2% ）

0.86%

0.96%

51,155

－

36,104

20,000
（ 400千株 ）

13,320

67,468

－

19.7%

－

1,009.7%

593名

55,001
（ 9.0% ）

2,277
（ 41.4% ）

55,649
（ 9.1% ）

2,817
（ 37.8% ）

2,185
（ 36.7% ）

53.5%

26.7%

578
（ 30.9% ）

0.99%

1.02%

56,237

－

42,711

20,000
（ 400千株 ）

15,385

78,645

－

19.6%

－

1,073.9%

651名

61,106
（ 11.1% ）

1,665
（ △26.9% ）

61,882
（ 11.2% ）

2,178
（ △22.7% ）

△1,556
（ △171.2% ）

55.0%

26.7%

684
（ 18.2% ）

1.06%

0.89%

64,309

－

50,791

20,000
（ 400千株 ）

13,678

86,698

－

15.8%

－

993.0%

752名

2010年度2009年度

73,343
（ 8.8% ）

1,469
（ △25.8% ）

74,166
（ 8.8% ）

2,144
（ △16.4% ）

1,297
（ △19.2% ）

60.0%

25.5%

784
（ 13.9% ）

0.95%

0.97%

80,608

－

64,073

20,000
（ 400千株 ）

16,772

109,382

－

15.3%

－

981.4%

922名

67,440
（ 10.4% ）

1,979
（ 18.9% ）

68,174
（ 10.2% ）

2,565
（ 17.8% ）

1,604
（ － ）

57.2%

26.1%

688
（ 0.6% ）

0.93%

0.94%

73,234

－

58,125

20,000
（ 400千株 ）

15,482

98,340

－

15.7%

－

1,018.5%

814名
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保険引受の状況Ⅲ

④正味収入保険料

種　目
年　度

金　額 増収率（%）構成比（%） 金　額 増収率（%）構成比（%）
2010年度
（単位 : 百万円）

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自 動 車 損 害 賠 償 責 任
そ の 他
合 計

8
5

7,369
65,245
714
－

73,343

0.0
0.0
10.0
89.0
1.0
－

100.0

△34.6
148.2
2.8
9.5
9.7
－
8.8

2009年度

12
2

7,168
59,604
651
－

67,440

0.0
0.0
10.6
88.4
1.0
－

100.0

△32.9
△94.2
3.4
11.2
32.0
－

10.4

金　額 増収率（%）構成比（%）
2008年度

18
41

6,932
53,619
493
－

61,106

0.0
0.1
11.3
87.7
0.8
－

100.0

15.7
△21.6
6.6
12.1
△15.7

－
11.1

 （注）正味収入保険料＝元受正味保険料＋受再正味保険料－支払再保険料

②受再正味保険料 （単位 : 百万円）

種　目
年　度

金　額 増収率（%）構成比（%） 金　額 増収率（%）構成比（%）
2010年度

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自 動 車 損 害 賠 償 責 任
そ の 他
合 計

1
132
262
1

714
－

1,112

0.2
11.9
23.6
0.2
64.2
－

100.0

57.5
27.3
8.2
18.2
9.7
－

11.2

2009年度

1
103
242
1

651
－

1,000

0.1
10.4
24.2
0.2
65.1
－

100.0

△57.1
△76.2
△15.8
9.0
32.0
－

△18.1

金　額 増収率（%）構成比（%）
2008年度

2
436
287
1

493
－

1,222

0.2
35.7
23.5
0.1
40.4
－

100.0

△42.0
△25.9
46.5
11.0
△15.7

－
△11.2

（注）受再正味保険料＝受再保険料ー（受再解約返戻金＋受再その他返戻金）

①元受正味保険料

種　目
年　度

金　額 増収率（%）構成比（%） 金　額 増収率（%）構成比（%）
2010年度
（単位 : 百万円）

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自 動 車 損 害 賠 償 責 任
そ の 他
合 計
従 業 員 一 人 当 た り
元 受 正 味 保 険 料

185
－

7,135
65,516

－
－

72,837

78

0.3
－
9.8
89.9
－
－

100.0

△33.6
－
2.8
9.5
－
－
8.6

△4.1

2009年度

278
－

6,941
59,849

－
－

67,069

82

0.4
－

10.4
89.2
－
－

100.0

△26.6
－
4.3
11.2
－
－

10.2

1.8

金　額 増収率（%）構成比（%）
2008年度

379
－ 

6,653
53,835

－ 
－ 

60,868

80

0.6
－

10.9
88.4
－
－

100.0

38.6
－
5.4
12.0
－
－

11.4

△3.6

（注）1. 元受正味保険料＝元受保険料－（元受解約返戻金＋元受その他返戻金）
　　2. 従業員一人当たり元受正味保険料＝元受正味保険料÷従業員数
　　3. 当社には積立保険料はありません。

③支払再保険料（出再正味保険料） （単位 : 百万円）

（注）支払再保険料＝再保険料－（再保険返戻金＋その他再保険収入）

種　目
年　度

金　額 増減率（%）構成比（%） 金　額 増減率（%）構成比（%）
2010年度

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自 動 車 損 害 賠 償 責 任
そ の 他
合 計

178
126
28
273
－
－

606

29.5
20.8
4.7
45.1
－
－

100.0

△33.1
24.4
83.5
11.1
－
－

△3.7

2009年度

267
101
15
245
－
－

629

42.4
16.1
2.4
39.0
－
－

100.0

△26.5
△74.3
68.1
13.3
－
－

△36.0

金　額 増減率（%）構成比（%）
2008年度

363
394
9

217
－
－

984

36.9
40.1
0.9
22.1
－
－

100.0

38.6
△26.3
△11.8
3.7
－
－

△3.3
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⑥解約返戻金  

種　目
年　度 2010年度

（単位 : 百万円）

（単位：％）

火 災    
海 上    
傷 害    
自 動 車    
自 動 車 損 害 賠 償 責 任   
そ の 他    
合 計  

8
－
0

458
16
－

483

2009年度

9
－
0

420
12
－

442

2008年度

6
－
0

404
16
－

428
（注）解約返戻金＝元受解約返戻金＋受再解約返戻金

⑦元受正味保険金  

種　目
年　度

金　額 金　額 構成比（%）構成比（%）
2010年度
（単位 : 百万円）

火 災    
海 上    
傷 害    
自 動 車    
自 動 車 損 害 賠 償 責 任   
そ の 他    
合 計  

4
－

1,543
36,962

－
 －

38,511

0.0
－
4.0
96.0
－
－

100.0

2009年度

1
－

1,395
32,863

－
－

34,260

0.0
－
4.1
95.9
－
－

100.0

金　額 構成比（%）
2008年度

0
－

1,288
28,197

－
－

29,487

0.0
－
4.4
95.6
－
－

100.0
（注）元受正味保険金＝元受保険金－元受保険金戻入

区　分
年　度 2008年度 2010年度2009年度

⑤国内契約・海外契約別の収入保険料の割合

国 内 契 約
海 外 契 約

100.0
－

100.0
－

100.0
－

（注）上表は、収入保険料（元受正味保険料（除く収入積立保険料）と受再正味保険料の合計）について国内契約および海外契約の割合を記載しています。

⑧受再正味保険金

種　目
年　度

金　額 金　額 構成比（%）構成比（%）
2009年度

（単位 : 百万円）

火 災  
海 上  
傷 害  
自 動 車  
自 動 車 損 害 賠 償 責 任 
そ の 他  
合 計  

－
29
96
0

535
－

661

－
4.5
14.5
0.0
80.9
－

100.0

2010年度

－
110
93
0

683
－

887

－
12.5
10.6
0.0
76.9
－

100.0

金　額 構成比（%）
2008年度

－
127
79
0

484
－

690

－
18.4
11.5
0.0
70.1
－

100.0
（注）受再正味保険金＝受再保険金－受再保険金戻入
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⑪正味支払保険金・正味損害率

種　目
年　度

金　額 構成比（%）正味損害率（%） 金　額 構成比（%）正味損害率（%）
2010年度
（単位 : 百万円）

火 災    
海 上    
傷 害    
自 動 車    
自 動 車 損 害 賠 償 責 任   
そ の 他    
合 計

0
11

1,620
36,941
683
－

39,256

0.0
0.0
4.1
94.1
1.7
－

100.0

102.0
187.5
24.6
63.6
95.6
－

60.0

2009年度

0
2

1,479
32,555
535
－

34,573

0.0
0.0
4.3
94.2
1.5
－

100.0

75.9
125.4
22.9
61.1
82.1
－

57.2

金　額 構成比（%）正味損害率（%）
2008年度

0
12

1,368
28,088
484
－

29,952

0.0
0.0
4.6
93.8
1.6
－

100.0

69.4
30.8
22.4
58.8
98.0
－

55.0
（注）1. 正味支払保険金＝元受正味保険金＋受再正味保険金－回収再保険金
　　2. 正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料

⑫保険引受に係る事業費・正味事業費率   

区　分
年　度 2008年度 2010年度

（単位 : 百万円）

保 険 引 受 に 係 る 事 業 費    
 保険引受に係る営業費及び一般管理費 
 諸 手 数 料 及 び 集 金 費  
正 味 事 業 費 率   

18,738
17,413
1,324
25.5%

17,573
16,301
1,271
26.1%

2009年度

16,323
15,259
1,063
26.7%

（注）正味事業費率＝保険引受に係る事業費÷正味収入保険料

⑨回収再保険金

種　目
年　度

金　額 金　額 構成比（%）構成比（%）
2010年度
（単位 : 百万円）

火 災  
海 上  
傷 害  
自 動 車  
自 動 車 損 害 賠 償 責 任 
そ の 他  
合 計

4
99
17
21
－
－

142

3.3
69.9
11.9
14.9
－
－

100.0

2009年度

1
26
12
308
－
－

348

0.3
7.7
3.6
88.3
－
－

100.0

金　額 構成比（%）
2008年度

0
114
－

109
－
－

225

0.4
50.8
－

48.8
－
－

100.0
（注）回収再保険金＝再保険金－再保険金割戻

⑩未収再保険金の推移

種　目　計
年　度 2010年度

（単位 : 百万円）

（A）

（B）

（C）

（D）

年 度 開 始 時 の 未 収 再 保 険 金

当 該 年 度 に 回 収 で き る 事 由 が 発 生 し た 額

当 該 年 度 回 収 等

年 度 末 の 未 収 再 保 険 金
　 　 （ A ） + （ B ） － （ C ） 　 　

2009年度2008年度

（注）1. 地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
　　2. (　)内は、第三分野保険に関する数値を表しています。（ただし、保険業法施行規則第71条に基づいて、保険料積立金を積立てないとした保険

契約に限ります。）

68（－）

142（－）

202（－）

8（－）

11（－）

348（－）

292（－）

68（－）

76（－）

225（－）

289（－）

11（－）
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（注）1. 地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
　　2. 発生損害率＝（出再控除前の発生損害額＋損害調査費）÷出再控除前の既経過保険料
　　3. 事業費率＝（支払諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷出再控除前の既経過保険料
　　4. 合算率＝発生損害率＋事業費率
　　5. 出再控除前の発生損害額＝支払保険金＋出再控除前の支払備金積増額
　　6. 出再控除前の既経過保険料＝収入保険料－出再控除前の未経過保険料積増額

⑮出再控除前の発生損害率・事業費率およびその合算率 

種　目
年　度

発生損害率 事業費率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率 
2010年度

（単位 :％）

火 災    
海 上    
傷 害  

（医　　　　　　　　　　　療）
（が　　　　　　　　　　　ん）
（介　　　　　　　　　　　護）
（そ　　　　　の　　　　　他）

自 動 車    
そ の 他      
合 計  

－
136.4
48.9
（－）

（48.9）
（－）

（49.1）
70.7
－

69.8

－
2.3
39.5

27.3
－

28.2

－
138.8
88.3

98.0
－

97.9

2009年度

24.7
34.1
46.2
（－）

（45.6）
（－）

（52.9）
67.2
－

65.8

195.1
2.0
40.3

28.1
－

28.9

219.8
36.2
86.5

95.3
－

94.7

発生損害率 事業費率 合算率 
2008年度

38.3
3.6
46.6
（－）

（47.6）
（－）

（35.8）
64.5
－

62.8

242.6
2.6
37.4

29.8
－

30.2

280.9
6.2
84.0

94.2
－

92.9

［保険種目別保険引受利益］ 

種　目
年　度 2010年度

（単位 : 百万円）

火 災    
海 上    
傷 害    
自 動 車    
自 動 車 損 害 賠 償 責 任   
そ の 他    
合 計  

△30
41
224
1,234

－
－

1,469

2009年度

43
167
277
1,491

－
－

1,979

2008年度

32
228
353
1,050

－
－

1,665

⑬保険引受利益  

区　分
年　度 2010年度

（単位 : 百万円）

保 険 引 受 収 益    
保 険 引 受 費 用    
営 業 費 及 び 一 般 管 理 費   
そ の 他 収 支    
保 険 引 受 利 益  

73,375
54,491
17,413
△0

1,469

2009年度

67,468
49,185
16,301
△0

1,979

2008年度

61,137
44,211
15,259
△0

1,665
（注）1. 営業費及び一般管理費は、損益計算書における「営業費及び一般管理費」のうち、保険引受に係る金額です。
　　2. その他収支は、自動車損害賠償責任保険等における法人税相当額などです。

⑭正味損害率・正味事業費率およびその合算率 

種　目
年　度

正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率
2010年度

（単位 :％）

火 災    
海 上    
傷 害    
自 動 車    
自 動 車 損 害 賠 償 責 任   
そ の 他    
合 計  

102.0
187.5
24.6
63.6
95.6
－

60.0

130.0
△747.2
20.8
26.4
－
－

25.5

232.0
△559.8
45.4
90.1
95.6
－

85.6

2009年度

75.9
125.4
22.9
61.1
82.1
－

57.2

△152.5
△1,456.9
21.1
27.0
－
－

26.1

△76.6
△1,331.5
44.0
88.1
82.1
－

83.3

正味損害率 正味事業費率 合算率
2008年度

69.4
30.8
22.4
58.8
98.0
－

55.0

△341.3
△348.9
19.4
28.3
－
－

26.7

△271.8
△318.2
41.7
87.1
98.0
－

81.7
（注）合算率＝正味損害率＋正味事業費率
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⑯出再を行った再保険者の数と出再保険料の上位5社の割合   

⑱損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の変動  

出再先保険会社の数 
6（－） 90.9（－）2010年度 
4（－） 94.5（－）2009年度 

出再保険料のうち上位5社の出再先に集中している割合（%）

（注）1. 出再先保険会社の数は、特約再保険を１,000万円以上出再している再保険者（プール出再を含む）を対象にしています。
　　2.（　）内は、第三分野保険に関する数値を表しています。（ただし、保険業法施行規則第71条に基づいて、保険料積立金を積立てないとした保険契約に限ります。）

⑰出再保険料の格付ごとの割合   

（注）1. 特約再保険を１,000万円以上出再している再保険者を対象としています。ただし、再保険プールを含んでいません。
　　　格付区分は、以下の方法により区分しています。
　　　〈格付区分の方法〉
　　　　S&P社とAMBest社の格付を使用し、両社の格付が異なる場合は低い方の格付を使用しています。（A－は、「A以上」に区分しています。）
　　　　これら2社の格付がない場合は、ムーディーズ社の格付を使用しています。（A3は、「A以上」に区分しています。）
　　2.（　）内は、第三分野保険に関する数値を表しています。（ただし、保険業法施行規則第71条に基づいて、保険料積立金を積立てないとした保険契約に限ります。）

（注）地震保険および自動車損害賠償責任保険については、ノーロス・ノープロフィットの原則に基づき、増加する発生保険金は責任準備金の取崩等により
相殺しています。

（単位 :％）

格付区分 A以上

100.0（－） －（－） －（－） 100.0（－）
－（－） －（－） 100.0（－）100.0（－）

BBB以上 合計その他  
(格付なし・不明・BB以下) 

⑲期首時点支払備金（見積り額）の当期末状況（ラン・オフ・リザルト）

（注）1. 国内元受契約に係る出再控除前の金額です。
　　2. 地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
　　3. 当期把握見積り差額＝期首支払備金－（前期以前発生事故に係る当期支払保険金＋前期以前発生事故に係る当期末支払備金）

（単位 : 百万円）

会計年度

2009年度 15,962 9,457 7,723 △1,218
2010年度 17,853 10,070 9,306 △1,523

2006年度 10,099 6,125 4,951 △978
2007年度 12,460 6,754 6,080 △374
2008年度 14,547 8,051 7,363 △868

期首支払備金 当期把握見積り差額前期以前発生事故に係る 
当期末支払備金

前期以前発生事故に係る 
当期支払保険金

［2010年度］

○増加する発生損害額＝既経過保険料×1％
○増加する発生損害額のうち、正味支払保険金、支払備金積増額の内訳については、当年度発生事故に
おけるそれぞれの割合により按分しています。
○増加する異常危険準備金取崩額＝正味支払保険金の増加を考慮した取崩額－決算時取崩額
○経常利益の減少額＝増加する発生損害額－増加する異常危険準備金取崩額
194百万円
（注）異常危険準備金残高の取崩額　　472 百万円

すべての保険種目について、均等に発生損害率が1％上昇すると仮定します。損害率の上昇シナリオ 

計算方法

経常利益の減少額

○増加する発生損害額＝既経過保険料×1％
○増加する発生損害額のうち、正味支払保険金、支払備金積増額の内訳については、当年度発生事故に
おけるそれぞれの割合により按分しています。
○増加する異常危険準備金取崩額＝正味支払保険金の増加を考慮した取崩額－決算時取崩額
○経常利益の減少額＝増加する発生損害額－増加する異常危険準備金取崩額
176百万円
（注）異常危険準備金残高の取崩額　　431 百万円

すべての保険種目について、均等に発生損害率が1％上昇すると仮定します。損害率の上昇シナリオ 

計算方法

経常利益の減少額

［2009年度］

2009年度 
2010年度 
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⑳事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移表

㉑契約者配当金の額　　　該当ありません。

（注）1. 国内元受契約に係る出再控除前の金額です。
　　2.「比率」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度１年間で変動した倍率を記載しています。
　　3.「変動」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度１年間で変動した額を記載しています。

［自動車保険］ （単位 : 百万円）
2008年度 2009年度 2010年度

事故発生年度 金　額 比　率 変　動 金　額 比　率 変　動 金　額 比　率 変　動
事故発生年度末 
1 年 後  
2 年 後  
3 年 後  
4 年 後  

最 終 損 害 見 積 り 額  
累 計 保 険 金  
支 払 備 金

累
計
保
険
金
＋
支
払
備
金 

38,64733,650
34,668

38,647
27,502
11,145

34,668
30,211
4,457

28,854
29,418
29,513

26,990
25,748
1,242

29,513
27,364
2,148

26,251
26,660
26,879
26,990

1.016
1.008
1.004

408
219
111

1.020
1.003

563
95

1.030 1,018

2007年度
金　額 比　率 変　動

（単位 : 百万円）
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

金　額 比　率 変　動 金　額 比　率 変　動 金　額 比　率 変　動
1,432

1,432
933
498

1,280
1,345

1,345
1,305
39

1,179
1,263
1,311

1.071
1.038

83
48

1.051 64

1,401
1,284
117

1,311
1,305

6

1,106
1,302
1,375
1,401

1.177
1.056
1.019

196
72
26

（単位 : 百万円）
2008年度 2009年度 2010年度

金　額 比　率 変　動 金　額 比　率 変　動 金　額 比　率 変　動
累
計
保
険
金
＋
支
払
備
金 

－

－
－
－

－
－
－

－
－

－
－
－

－
－

－
－

－ －

－
－
－

金　額 比　率 変　動

2007年度
金　額 比　率 変　動
－
－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

24,705
23,961
743

24,330
24,469
24,628
24,687
24,705

1.006
1.006
1.002
1.001

138
158
59
17

2006年度
金　額 比　率 変　動

2006年度

1,056
1,054

2

967
966
1,005
1,036
1,056

0.999
1.041
1.031
1.019

△0
39
31
19

金　額 比　率 変　動

2006年度
金　額 比　率 変　動
－
－ － －
－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

［傷害保険］

［賠償保険］

資産運用の状況  Ⅳ
①資産運用方針
　市場環境や資産運用リスク、現状の金利水準および将来の金利変動等を勘案したうえで、中長期的に安定的な運用収益を確保する
ことを目標としています。
　運用は円貨建債券を基本とし、投資時期の分散や再投資時期を視野に入れた運用などにより、安定的な運用収益を確保するよう
ポートフォリオを構築しています。
②運用資産の概況 

区　分
年　度

金　額 金　額 構成比（%）構成比（%）
2008年度末 2010年度末

（単位 : 百万円）

預 貯 金     
コ ー ル ロ ー ン     
買 現 先 勘 定     
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金    
買 入 金 銭 債 権     
商 品 有 価 証 券   
金 銭 の 信 託     
有 価 証 券     
貸 付 金     
土 地 ・ 建 物     
運 用 資 産 計   
総 資 産   

金　額 構成比（%）
2009年度末

3,859
－
－
－
－
－
－

80,608
－

227
84,695
109,382

3.5
－
－
－
－
－
－

73.7
－
0.2
77.4
100.0

2,819
 －
 －
 －
 －
 －
 －

64,309
 －
220

67,348
86,698

3,507
－
－
－
－
－
－

73,234
－

223
76,964
98,340

3.3
 －
 －
 －
 －
 －
 －

74.2
 －
0.3
77.7
100.0

3.6
－
－
－
－
－
－

74.5
－
0.2
78.3
100.0

事故発生年度

事故発生年度末 
1 年 後  
2 年 後  
3 年 後  
4 年 後  

最 終 損 害 見 積 り 額  
累 計 保 険 金  
支 払 備 金

累
計
保
険
金
＋
支
払
備
金 

事故発生年度

事故発生年度末 
1 年 後  
2 年 後  
3 年 後  
4 年 後  

最 終 損 害 見 積 り 額  
累 計 保 険 金  
支 払 備 金



51

④海外投融資残高 

区　分
年　度

金　額 金　額 構成比（%）構成比（%）
2008年度末 2010年度末

（単位 : 百万円）

外 国 公 社 債  
外 国 株 式  
そ の 他  

計   
非 居 住 者 貸 付  
外 国 公 社 債  
そ の 他  

計   
合 計   

1.96%

1.96%

1.96%

－
－
－
－
－

989
－

989
989

－
－
－
－
－

100.0
－

100.0
100.0

金　額 構成比（%）
2009年度末

2.22%

2.22%

2.22%

－
－
－
－
－

997
－

997
997

－
－
－
－
－

100.0
－

100.0
100.0

2.18%

2.18%

2.18%

－
－
－
－
－

1,097
－

1,097
1,097

－
－
－
－
－

100.0
－

100.0
100.0

③利息及び配当金収入・運用資産利回り（インカム利回り） 

区　分
2008年度

金　額 利回り（%）
2010年度

金　額 利回り（%）

（単位 : 百万円）

預 貯 金     
コ ー ル ロ ー ン     
買 現 先 勘 定     
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金    
買 入 金 銭 債 権     
商 品 有 価 証 券   
金 銭 の 信 託     
有 価 証 券     
貸 付 金     
土 地 ・ 建 物     
小 計   
そ の 他   
合 計  
資 産 運 用 利 回 り ( 実 現 利 回 り ) 
( 参 考 ) 時 価 総 合 利 回 り 

1
－
－
－
－
－
－

783
－
－

784
0

784

0.04
－
－
－
－
－
－

0.99
－
－

0.95

0.97
0.96

2009年度
金　額 利回り（%）
1
－
－
－
－
－
－

686
－
－

688
0

688

0.05
－
－
－
－
－
－

0.97
－
－

0.93

0.94
1.24

3
－
－
－
－
－
－

680
－
－

684
0

684

0.20
－
－
－
－
－
－

1.09
－
－

1.06
 
 

0.89
0.65

（注）1. 収入金額は損益計算書における「利息及び配当金収入」の金額です。
　　2. 平均運用額は原則として各月末残高（取得原価または償却原価）の平均に基づいて算出しています。
　　3. 利回りの計算方法

（注）1.「海外投融資利回り」のうち「運用資産利回り（インカム利回り）」は、海外投融資に係る資産について、「利息及び配当金収入÷取得原価または償却
原価による平均残高」により算出したものです。

　　2.「海外投融資利回り」のうち「資産運用利回り（実現利回り）」は、海外投融資に係る資産について、「（資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用
費用）÷取得原価または償却原価による平均残高」と同様の方法により算出したものです。

（1）運用資産利回り（インカム利回り）
資産運用に係る成果を、インカム収入（利息及び配当金収入）の観点から示す指標。分子は運用資産に係る利息及び配当金収入、分母は取得
原価をベースとした利回り。
・分子＝利息及び配当金収入
・分母＝取得原価または償却原価による平均残高

（2）資産運用利回り（実現利回り）
資産運用に係る成果を、当期の期間損益（損益計算書）への寄与の観点から示す指標。分子は実現損益、分母は取得原価をベースとした利回り。
・分子＝資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用
・分母＝取得原価または償却原価による平均残高

（3）時価総合利回り（参考開示）
時価ベースでの運用効率を示す指標。分子は実現損益に加えて時価評価差額の増減を反映させ、分母は時価をベースとした利回り。
・分子＝（資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用）＋（当期末評価差額＊－前期末評価差額＊）
・分母＝取得原価または償却原価による平均残高＋その他有価証券に係る前期末評価差額＊
＊税効果控除前の金額による。

公共債の窓販実績Ⅴ
該当ありません。

外
貨
建

円
貨
建

海
外
投
融
資
利
回
り

年　度

運 用 資 産 利 回 り
（ イ ン カ ム 利 回 り ） 
資 産 運 用 利 回 り
（ 実 現 利 回 り ） 
（ 参 考 ） 時 価 総 合 利 回 り
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ソルベンシー・マージン比率Ⅵ （単位 : 百万円）

（注）上記の金額および数値は、それぞれの年度末において適用される保険業法施行規則第86条および第87条ならびに平成8年大蔵省告示第50号の
規定に基づいて算出しています。したがって、年度間の数値の単純な比較はできません。

●ソルベンシー・マージンの内訳
1. 資本金または基金等

2. 価格変動準備金
3. 危険準備金
4. 異常危険準備金

5. 一般貸倒引当金
6. その他有価証券の評価差額

7. 土地含み損益
8. 払戻積立金超過額
9. 負債性資本調達手段等

10. 意図的保有による控除額

11. その他

貸借対照表の純資産の部の合計額から「株主配当や役員賞与など社外へ流出する予定の金額」、「繰延
資産」および「評価・換算差額等」を控除した金額です。
貸借対照表の価格変動準備金です。
貸借対照表の責任準備金の一部である「危険準備金」です。
貸借対照表の責任準備金の一部である「異常危険準備金」および「家計地震保険に係る危険準備金」の
金額を合計したものです。
貸借対照表の貸倒引当金の一部である「一般貸倒引当金」です。当社は該当ありません。
その他有価証券（「売買目的有価証券」「満期保有目的の債券」「子会社株式および関連会社株式」以外の
有価証券）に係る評価差額です。
土地および借地権等の時価とそれらの簿価（貸借対照表計上額）の差額です。当社は該当ありません。
貸借対照表の責任準備金の一部である「払戻積立金」の超過積立額です。当社は該当ありません。
劣後ローンの借入や劣後債券の発行等により調達した金額のうち一定条件を満たすものです。
当社は該当ありません。
他の保険会社または金融機関等の株式その他の資本調達手段を保有している場合、それが保険会社
向けの総合的な監督指針に規定されている「意図的保有」に該当する場合、ソルベンシー・マージンから
控除することとなっています。当社は該当ありません。
純資産の部のその他利益剰余金に係る税効果相当額などです。当社は該当ありません。

区　分
年　度 2010年度末

純 資 産 の 部 合 計（ 社 外 流 出 予 定 額 、
繰 延 資 産 お よ び 評 価・換 算 差 額 等 を 除く）
資本金または基金等（純資産の部合計額から社外流出
予定額、評価・換算差額等及び繰延資産を控除した額）

価 格 変 動 準 備 金

危 険 準 備 金

異 常 危 険 準 備 金

一 般 貸 倒 引 当 金
そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 額 × 9 0 %
（ 評 価 損 の 場 合 は 1 0 0 % ）

土地含み損益×85%（評価損の場合は100%）

払 戻 積 立 金 超 過 額

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

意 図 的 保 有 に よ る 控 除 額

そ の 他

一 般 保 険 リ ス ク  （ R 1 ）

第三分野保険の保険リスク  （ R 2 ）

予 定 利 率 リ ス ク  （ R 3 ）

資 産 運 用 リ ス ク  （ R 4 ）

経 営 管 理 リ ス ク  （ R 5 ）

巨 大 災 害 リ ス ク  （ R 6 ）

（C） ソルベンシー・マージン比率[（A）/{（B）×1/2} ]×100

（B） リ ス ク の 合 計 額

28,758

－

16,753

43

8

11,926

－

26

－

－

－

－

－

5,860

5,060

0

12

235

177

615

981.4%

2006年度末

20,186

13,222

－

25

－

6,800

－

137

－

－

－

－

－

3,998

3,408

－

－

231

122

458

1,009.7%

2007年度末

23,977

－

15,408

36

2

8,553

－

△23

－

－

－

－

－

4,465

3,701

0

6

306

138

611

1,073.9%

2008年度末

24,195

－

13,852

12

3

10,500

－

△173

－

－

－

－

－

4,872

4,097

0

8

294

150

614

993.0%

2009年度末

27,444

－

15,456

27

6

11,918

－

36

－

－

－

－

－

5,388

4,599

0

10

288

165

614

1,018.5%

（A）　ソルベンシー・マージン総額

（R1+R2）2+（R3+R4）2+ R5+ R6
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【ソルベンシー・マージン比率とは】
損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積立てていますが、巨大災害の発生や、
損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があり
ます。
こうした｢通常の予測を超える危険｣（リスクの合計額：表の（B））に対する｢損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力｣（ソルベン
シー・マージン総額：表の（A））の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたのが、｢ソルベンシー・マージン比率｣（表の（C））です。

【参考】2011年度末（2012年3月31日）から適用される新基準による数値

●｢通常の予測を超える危険｣とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。
①保険引受上の危険（一般保険リスク、第三分野保険の保険リスク）
　保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）
②予定利率上の危険（予定利率リスク）
　実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険
③資産運用上の危険（資産運用リスク）
　保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等
④経営管理上の危険（経営管理リスク）
　業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③および⑤以外のもの
⑤巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）
　通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険

●｢損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力｣（ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会社の純資産（社外流出予定
額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額です。

●ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活用する客観的な指標の1つです
が、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。

ソルベンシー・マージン比率（%）＝ ×100
資本金・準備金等の支払余力
通常の予測を超える危険×1/2

ソルベンシー・マージン比率の信頼性にかかる一層
の向上の観点から、ソルベンシー・マージン比率の算
出にかかる法令等が改正され、2011（平成23）年度
末（2012（平成24）年3月31日）から新基準（注）が
適用されます。適用開始までの間、新基準に基づい
て算出したソルベンシー・マージン比率を参考表示し
ます。

なお、新基準のソルベンシー・マージン比率は、リス
ク計測の厳格化等により、現行基準に比べ低下する
場合がありますが、現行制度と同様、その数値が
200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の
状況が適当である」とされています。

（注）「新基準」とは、現行基準に平成22年4月20日付内閣府
令第23号および金融庁告示第48号（平成24年3月31
日から適用）の改定内容を反映したものです。

（単位 : 百万円）

区　分
年　度 2010年度末

資本金または基金等（純資産の部合計額から社外流出
予定額、評価・換算差額等及び繰延資産を控除した額）

価 格 変 動 準 備 金

危 険 準 備 金

異 常 危 険 準 備 金

一 般 貸 倒 引 当 金
そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 額 × 9 0 %
（ 評 価 損 の 場 合 は 1 0 0 % ）

土地含み損益×85%（評価損の場合は100%）

払 戻 積 立 金 超 過 額

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

意 図 的 保 有 に よ る 控 除 額

そ の 他

一 般 保 険 リ ス ク  （ R 1 ）

第三分野保険の保険リスク  （ R 2 ）

予 定 利 率 リ ス ク  （ R 3 ）

資 産 運 用 リ ス ク  （ R 4 ）

経 営 管 理 リ ス ク  （ R 5 ）

巨 大 災 害 リ ス ク  （ R 6 ）

（C） ソルベンシー・マージン比率[（A）/{（B）×1/2} ]×100

（B） リ ス ク の 合 計 額

28,758

16,753

43

8

11,926

－

26

－

－

－

－

－

9,114

8,207

0

49

400

278

615

631.0%

（A）　ソルベンシー・マージン総額

（R1+R2）2+（R3+R4）2+ R5+ R6
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（単位 : 百万円）

科　目
年　度 比較増減

金　額 構成比（%）
2010年度〔2011年3月31日現在〕

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金  

現 金  

預 貯 金  

有 価 証 券  

国 債  

地 方 債  

社 債  

外 国 証 券  

そ の 他 の 証 券  

有 形 固 定 資 産  

建 物  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 

無 形 固 定 資 産  

ソ フ ト ウ ェ ア  

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 

そ の 他 資 産  

未 収 保 険 料  

再 保 険 貸  

未 収 金  

未 収 収 益  

預 託 金  

地 震 保 険 預 託 金  

仮 払 金  

繰 延 税 金 資 産  

資 産 の 部 合 計  

3,859

0

3,859

80,608

44,619

19,990

12,253

897

2,848

384

227

156

3,632

3,056

569

6

14,947

1,078

23

10,213

153

416

25

3,036

5,949

109,382

3.53

73.69

0.35

3.32

13.67

5.44

100.00

金　額 構成比（%）
2009年度〔2010年3月31日現在〕

3,507

0

3,507

73,234

29,333

25,656

12,101

997

5,144

325

223

102

1,912

1,250

648

13

13,553

1,021

85

9,326

149

405

23

2,540

5,807

98,340

3.57

74.47

0.33

1.94

13.78

5.91

100.00

352

7,374

58

1,719

1,394

142

11,042

①貸借対照表
<資産の部> 

財務諸表Ⅰ

当社は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、計算書類およびその附属明細書について当社の会計監査人である
「あらた監査法人」の監査を受けています。

経理の状況
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（単位 : 百万円）

科　目
年　度 比較増減

金　額 構成比（%）
2010年度〔2011年3月31日現在〕

（負債の部）

保 険 契 約 準 備 金 

支 払 備 金  

責 任 準 備 金  

そ の 他 負 債  

再 保 険 借  

外 国 再 保 険 借  

未 払 法 人 税 等  

預 り 金  

未 払 金  

仮 受 金

退 職 給 付 引 当 金  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

賞 与 引 当 金  

特 別 法 上 の 準 備 金 

価 格 変 動 準 備 金  

負 債 の 部 合 計  

（純資産の部） 

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金  

利 益 剰 余 金  

そ の 他 利 益 剰 余 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

株 主 資 本 合 計  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

純 資 産 の 部 合 計  

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 

84,978

20,904

64,073

6,212

107

8

789

8

2,147

3,152

644

34

695

43

43

92,609

20,000

20,000

20,000

△23,246

△23,246

△23,246

16,753

19

19

16,772

109,382

77.69

5.68

0.59

0.03

0.64

0.04

84.67

18.28

18.28

△21.25

15.32

0.02

0.02

15.33

100.00

金　額 構成比（%）
2009年度〔2010年3月31日現在〕

75,851

17,725

58,125

5,809

125

10

565

7

2,076

3,024

552

28

589

27

27

82,858

20,000

20,000

20,000

△24,543

△24,543

△24,543

15,456

25

25

15,482

98,340

77.13

5.91

0.56

0.03

0.60

0.03

84.26

20.34

20.34

△24.96

15.72

0.03

0.03

15.74

100.00

9,126

403

91

6

106

16

9,751

－

－

1,297

1,297

△6

△6

1,290

11,042

<負債及び純資産の部> 
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【貸借対照表の注記（2010年度）】
1.有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりです。
（1）満期保有目的の債券の評価は、償却原価法により行っています。
（2）その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等
に基づく時価法により行っています。
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の
算定は移動平均法に基づいています。

2.有形固定資産の減価償却の方法は定率法により行っています。
3.自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に
基づく定額法により償却しています。

4.外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計
処理基準に準拠して行っています。

5.退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生して
いると認められる額を計上しています。また、数理計算上の差異は、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により翌事業年度から費用処理しています。

6.役員退職慰労引当金は、役員の退職金の支払いに備えるため、内規に
基づく当事業年度末の要支給額を計上しています。

7.賞与引当金は、従業員賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上して
います。
8.価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険
業法第115条の規定に基づき計上しています。

9.消費税等の会計処理は税抜方式によっています。ただし、損害調査費、
営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっています。なお、資産
に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で均等償却を行っ
ています。

10.当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18
号 平成20年3月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用して
います。
これによる経常利益および税引前当期純利益に与える影響はありま
せん。

11.金融商品に関する事項は次のとおりです。
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社は、保険業法に基づく損害保険事業を行っています。金融資
産については、安定的な投資収益の確保のため、公社債、外国公
社債の投資資産を保有しています。

② 金融商品の内容およびそのリスク
当社が保有する金融資産は主として有価証券と未収金です。保有す
る有価証券は主に日本国債、地方債、政府保証債であり、金利変動リ
スクに晒されています。なお、有価証券の中には信用リスクのある事
業債、円貨建て外国債券も保有しています。
未収金は保険料の収納代行先に対する債権であり、債務不履行に
よってもたらされる信用リスクに晒されています。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
a．信用リスクの管理
当社は、有価証券の信用リスクについては、資産運用リスク
に関する諸規程に従い、有価証券の発行体の信用情報や時
価の把握を業務執行部門が随時行うとともに、リスク管理部
門が別途定期的に実施し、四半期毎に経営会議に報告して
います。
未収金に関する収納代行先の信用リスクに関しては、業務
委託先管理規程に沿って低減を図っています。

b．市場リスクの管理
（a）金利リスクの管理
当社は、取締役会において決定されたリスク管理方針
に基づき、リスク管理方法や手続等の詳細を明記した
資産運用リスクに関する諸規程を定めています。これに
基づき、業務執行部門が随時リスク管理を行うととも
に、リスク管理部門が別途モニタリングを実施し、四半
期毎に経営会議に報告しています。

（b）価格変動リスクの管理
価格変動リスク固有の管理を行うため、その他有価証
券に限定したリスク許容量を設定し、リスク量がこの範
囲内であることをリスク管理部門がモニタリングを行
い、四半期毎に経営会議に報告しています。

（注）金融商品の時価の算定方法
　　①有価証券

時価は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価
格によっています。

　　②未収金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっています。

差額貸借対照表
計上額

66,841
13,766
10,213
90,821

67,159
13,766
10,213
91,139

317
－
－

317

時価

①有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券
②未収金
　資産計

（単位 ： 百万円）

c．資金調達に係る流動性リスクの管理
当社は、流動性リスクに関する諸規程に従い、資金繰り管理
部門が資金繰り計画の作成・更新を行い、リスク管理部門が
モニタリングすることで流動性リスクを管理しています。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された価額が含まれています。当該価額
の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2011年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの
差額は、次のとおりです。

12.有形固定資産の減価償却累計額は356百万円です。
13.関係会社に対する金銭債権総額は0百万円、金銭債務総額は23百万円
です。

14.繰延税金資産の総額は5,960百万円、繰延税金負債の総額は10百万円
です。また、繰延税金資産から評価性引当額として控除した額は12百万
円です。
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準備金4,442百万円、
支払備金567百万円です。
繰延税金負債の発生の原因は、その他有価証券に係る評価差額金10百
万円です。

15.（1）支払備金の内訳は次のとおりです。
支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 21,132百万円
同上にかかる出再支払備金 520百万円
差引（イ） 20,612百万円
地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） 292百万円
計（イ＋ロ） 20,904百万円

（2）責任準備金の内訳は次のとおりです。
普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 52,242百万円
同上にかかる出再責任準備金 1,428百万円
差引（イ） 50,813百万円
その他の責任準備金（ロ） 13,260百万円
計（イ＋ロ） 64,073百万円

16.1株当たりの純資産額は、41,932円49銭です。
算定上の基礎である純資産額は16,772百万円であり、期末発行済株
式数は400千株です。

17.退職給付に関する事項は次のとおりです。
（1）退職給付債務およびその内訳

退職給付債務 △672百万円
未認識数理計算上の差異 28百万円
退職給付引当金 △644百万円

（2）退職給付債務等の計算基礎
退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準
割引率 1.5%
数理計算上の差異の処理年数 10年

18．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。
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（単位 : 百万円）

科　目

年　度

経 常 収 益

保 険 引 受 収 益 

正 味 収 入 保 険 料 

積 立 保 険 料 等 運 用 益 

資 産 運 用 収 益 

利 息 及 び 配 当 金 収 入 

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 償 還 益 

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替 

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

保 険 引 受 費 用 

正 味 支 払 保 険 金 

損 害 調 査 費 

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 

支 払 備 金 繰 入 額 

責 任 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 保 険 引 受 費 用

資 産 運 用 費 用 

有 価 証 券 売 却 損

有 価 証 券 償 還 損 

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額 

価 格 変 動 準 備 金

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 及 び 住 民 税 

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

74,166

73,375

73,343

31

766

784

3

10

△31

24

72,021

54,491

39,256

4,782

1,324

3,178

5,948

0

2

－

2

17,491

36

2,144

－

65

49

16

16

2,078

920

△138

781

1,297

68,174

67,468

67,440

27

681

688

7

12

△27

24

65,609

49,185

34,573

4,009

1,271

1,996

7,334

0

13

12

1

16,389

20

2,565

－

863

848

14

14

1,702

658

△561

97

1,604

5,991

5,907

5,903

4

85

95

△3

△2

△4

△0

6,412

5,305

4,683

772

53

1,182

△1,386

0

△10

△12

1

1,102

15

△420

－

△797

△799

1

1

376

261

422

684

△307

比較増減

②損益計算書

2009年度
〔2009年4月1日から 2010年3月31日まで〕

2010年度
〔2010年4月1日から 2011年3月31日まで〕
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【損益計算書の注記（2010年度）】
1. 関係会社との取引による収益総額は2百万円、費用総額は124百万
円です。

2.（1）正味収入保険料の内訳は次のとおりです。
収入保険料 73,949百万円
支払再保険料 606百万円
差引 73,343百万円

　（2）正味支払保険金の内訳は次のとおりです。
支払保険金 39,399百万円
回収再保険金 142百万円
差引 39,256百万円

　（3）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりです。
支払諸手数料及び集金費 1,454百万円
出再保険手数料 129百万円
差引 1,324百万円

（4）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりです。
支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 3,188百万円
同上にかかる出再支払備金繰入額 87百万円
差引（イ） 3,101百万円
地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） 76百万円
計（イ＋ロ） 3,178百万円

（5）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりです。
普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 6,236百万円
同上にかかる出再責任準備金繰入額 286百万円
差引（イ） 5,949百万円
その他の責任準備金繰入額（ロ） △1百万円
計（イ＋ロ） 5,948百万円

　（6）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりです。
預貯金利息 1百万円
有価証券利息・配当金 783百万円
その他利息・配当金 0百万円
計 784百万円

3. 1株当たりの当期純利益は、3,243円18銭です。
算定上の基礎である当期純利益は1,297百万円であり、その全額が
普通株式にかかるものです。
また、普通株式の期中平均株式数は400千株です。

4. 損害調査費ならびに営業費及び一般管理費として計上した退職給付
費用の内訳は次のとおりです。

勤務費用 106百万円
利息費用 8百万円
数理計算上の差異の費用処理額 3百万円
退職給付費用 118百万円
確定拠出年金への掛金拠出額 113百万円
計 231百万円

5. 当事業年度における法定実効税率は36.2％、税効果会計適用後の
法人税等の負担率は37.6％です。

6. 関連当事者との取引に関する事項は以下のとおりです。
　兄弟会社等

7. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。

（注）1. 取引金額、期末残高には消費税等が含まれています。
　　2. 取引条件および取引条件の決定方針等

取引条件につきましては、一般の取引条件と同様に決定してい
ます。

属性

親会社の
子会社

株式会社
フロン
テッジ

会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）

期末残高
（百万円）科目

メディア・
プランニング業務等

の委託
業務
委託なし 3,453 未払金 285
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③株主資本等変動計算書

【株主資本等変動計算書の注記（2010年度）】
1. 発行済株式の種類および総数に関する事項は、次のとおりです。

2. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。

発 行 済 株 式
　 普 通 株 式 400 400－－

前事業年度末株式数
（千株）

当事業年度増加株式数
（千株）

当事業年度減少株式数
（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

（単位：百万円）

株主資本
　資本金
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
　資本剰余金
　　資本準備金
　　　前期末残高
　　　当期変動額
　　　　当期変動額合計
　　　当期末残高
　　資本剰余金合計
　　　前期末残高
　　　当期変動額
　　　　当期変動額合計
　　　当期末残高
　利益剰余金
　　その他利益剰余金
　　　繰越利益剰余金
　　　　前期末残高
　　　　当期変動額
　　　　　当期純利益
　　　　　当期変動額合計
　　　　当期末残高
　　利益剰余金合計
　　　前期末残高
　　　当期変動額
　　　　当期純利益
　　　　当期変動額合計
　　　当期末残高
　株主資本合計
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　当期純利益
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
　評価・換算差額等合計
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
純資産合計
　前期末残高
　当期変動額
　　当期純利益
　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
　　当期変動額合計
　当期末残高

20,000

－
20,000

20,000

－
20,000

20,000

－
20,000

△ 26,147

1,604
1,604

△ 24,543

△ 26,147

1,604
1,604

△ 24,543

13,852

1,604
1,604
15,456

△ 173

199
199
25

△ 173

199
199
25

13,678

1,604
199
1,804
15,482

20,000

－
20,000

20,000

－
20,000

20,000

－
20,000

△24,543

1,297
1,297

△23,246

△24,543

1,297
1,297

△23,246

15,456

1,297
1,297
16,753

25

△6
△6
19

25

△6
△6
19

15,482

1,297
△6

1,290
16,772

2009年度
〔2009年4月1日から 2010年3月31日まで〕

2010年度
〔2010年4月1日から 2011年3月31日まで〕科　目

年　度
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④キャッシュ・フロー計算書 （単位 : 百万円）

科　目
年　度

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

税 引 前 当 期 純 利 益

減 価 償 却 費

支 払 備 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ）

責 任 準 備 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ）

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ）

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）

賞 与 引 当 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ）

価 格 変 動 準 備 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ）

利 息 及 び 配 当 金 収 入

有 価 証 券 関 係 損 益 （ △ は 益 ）

有 形 固 定 資 産 関 係 損 益（ △ は 益 ）

無 形 固 定 資 産 関 係 損 益（ △ は 益 ）

その他資産（除く投資活動関連・財務活動関連）の増減額（△は増加）

その他負債（除く投資活動関連・財務活動関連）の増減額（△は減少）

小 　 　 　 　 　 　 計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

法 人 税 等 の 支 払 額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

有 価 証 券 の 売 却 ・ 償 還 に よ る 収 入

資 産 運 用 活 動 計

（ 営 業 活 動 及 び 資 産 運 用 活 動 計 ）

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

そ の 他

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額（ △ は 減 少 ）

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

2,078

729

3,178

5,948

91

6

106

16

△784

△11

17

32

△1,390

198

10,218

978

△715

10,480

△30,050

20,182

△9,867

（612）

△190

－

△2,366

△12,424

－

－

△1,944

8,652

6,707

376

219

1,182

△1,386

1

16

92

1

△95

△4

8

△807

22

△192

△564

125

△63

△503

△3,741

636

△3,104

（△3,607）

△55

△0

△1,073

△4,233

－

－

△4,736

2,792

△1,944

比較増減

1,702

509

1,996

7,334

90

△9

14

14

△688

△7

8

840

△1,412

390

10,782

852

△651

10,983

△26,309

19,546

△6,763

(4,220)

△134

0

△1,293

△8,191

－

－

2,792

5,859

8,652

【キャッシュ・フロー計算書の注記（2010年度）】  
1. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金および取得日から満期日または償還日までの期間が3ヵ月以内
の定期預金等の短期投資からなっています。

2. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
 （2011年3月31日現在）
　現金及び預貯金 3,859百万円
　有価証券 80,608百万円
　現金同等物以外の有価証券 △77,760百万円
　現金及び現金同等物 6,707百万円

3. 投資活動によるキャッシュ・フローには、保険事業にかかる資産運用業務から生じるキャッシュ・フローを含んでいます。

4. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。

2009年度
〔2009年4月1日から 2010年3月31日まで〕

2010年度
〔2010年4月1日から 2011年3月31日まで〕
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⑤貸借対照表・損益計算書（主要項目）の推移
［貸借対照表（主要項目）の推移］ 

科　目
年　度 2008年度末 2010年度末

（単位 : 百万円）

現 金 及 び 預 貯 金  
有 価 証 券  
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
そ の 他 資 産  
繰 延 税 金 資 産  
資 産 の 部 合 計
保 険 契 約 準 備 金  
そ の 他 負 債  
退 職 給 付 引 当 金  
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  
賞 与 引 当 金  
価 格 変 動 準 備 金  
負 債 の 部 合 計
資 本 金
資 本 剰 余 金  
利 益 剰 余 金  
株 主 資 本 合 計
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  

2,819
64,309
270
1,898
12,139
5,260
86,698
66,520
5,411
462
37
575
12

73,020
20,000
20,000
△26,147
13,852
△173
△173
13,678
86,698

3,859
80,608
384
3,632
14,947
5,949

109,382
84,978
6,212
644
34
695
43

92,609
20,000
20,000
△23,246
16,753

19
19

16,772
109,382

2009年度末

3,507
73,234
325
1,912
13,553
5,807
98,340
75,851
5,809
552
28
589
27

82,858
20,000
20,000
△24,543
15,456

25
25

15,482
98,340

資
産
の
部

負
債
及
び
純
資
産
の
部

［損益計算書（主要項目）の推移］

科　目
年　度 2008年度 2010年度

（単位 : 百万円）

経 常 収 益
保 険 引 受 収 益  
( う ち 正 味 収 入 保 険 料 ）  
資 産 運 用 収 益  
( う ち 利 息 及 び 配 当 金 収 入 ）  
( う ち 有 価 証 券 売 却 益 ）
そ の 他 経 常 収 益  
経 常 費 用
保 険 引 受 費 用  
( う ち 正 味 支 払 保 険 金 ）
( う ち 損 害 調 査 費 ）
( う ち 諸 手 数 料 及 び 集 金 費 ）
資 産 運 用 費 用  
( う ち 有 価 証 券 売 却 損 ）
( う ち 有 価 証 券 評 価 損 ）
営 業 費 及 び 一 般 管 理 費  
そ の 他 経 常 費 用  
経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益（△は税引前当期純損失）
法 人 税 及 び 住 民 税
法 人 税 等 調 整 額  
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益（ △ は 当 期 純 損 失 ）

61,882
61,137
61,106
717
684
61
28

59,704
44,211
29,952
3,632
1,063
177
143
29

15,308
7

2,178
23

3,819
△1,617
765
△826
△60

△1,556

74,166
73,375
73,343
766
784
3
24

72,021
54,491
39,256
4,782
1,324

2
－
－

17,491
36

2,144
－
65

2,078
920
△138
781
1,297

2009年度

68,174
67,468
67,440
681
688
7
24

65,609
49,185
34,573
4,009
1,271
13
12
－

16,389
20

2,565
－

863
1,702
658
△561
97

1,604
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⑥1株当たり配当金等の推移   

区　分
年　度 2008年度末 2010年度末

1 株 当 た り 配 当 額 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 

配 当 性 向

従 業 員 一 人 当 た り 総 資 産

－

△3,891円46銭

－

115百万円

－

3,243円18銭

－

118百万円

2009年度末

－

4,011円55銭

－

120百万円

②商品有価証券　　　該当ありません。

④保有有価証券利回り（運用資産利回り）    

区　分
年　度 2008年度 2010年度

（単位 :％）

公 社 債   
株 式   
外 国 証 券   
そ の 他 の 証 券   
合      計  
資 産 運 用 利 回 り  
（ 参 考 ） 時 価 総 合 利 回 り

1.11
－

2.18
0.47
1.09
0.91
0.67

1.02
－

1.96
0.10
0.99
1.00
0.99

2009年度

1.00
－

2.22
0.15
0.97
0.98
1.28

①現金及び預貯金    

区　分
年　度 2010年度末

（単位 : 百万円）

現 金  
預 貯 金  
郵 便 振 替 ・ 郵 便 貯 金 
当 座 預 金  
普 通 預 金  
通 知 預 金  
定 期 預 金  

合 計   

2008年度末

0
2,819
20
3

2,794
－
－

2,819

0
3,859
26
－

3,832
－
－

3,859

2009年度末

0
3,507
41
－

3,465
－
－

3,507

資産・負債の明細 Ⅱ

③保有有価証券

区　分
年　度

金　額 構成比（%）
2010年度末

（単位 : 百万円）

国 債   
地 方 債   
社 債   
株 式   
外 国 証 券   
そ の 他 の 証 券   
合      計

金　額 構成比（%）
2008年度末

14,502
31,870
13,797

－
1,097
3,040
64,309

22.6
49.6
21.5
－
1.7
4.7

100.0

44,619
19,990
12,253

－
897
2,848
80,608

55.4
24.8
15.2
－
1.1
3.5

100.0

金　額 構成比（%）
2009年度末

29,333
25,656
12,101

－
997
5,144
73,234

40.1
35.0
16.5
－
1.4
7.0

100.0
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⑥業種別保有株式の額 該当ありません。

⑦貸付金の残存期間別の残高 該当ありません。

⑧担保別貸付金残高 該当ありません。

⑨使途別の貸付金残高および構成比 該当ありません。

⑩業種別の貸付金残高および貸付金残高の合計に対する割合 該当ありません。

⑪規模別の貸付金残高および貸付金残高の合計に対する割合 該当ありません。

⑤有価証券残存期間別残高

区　分
年　度 2010年度末

1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超 
（期間の定めのないものを含む） 合　計

（単位 : 百万円）

国 債   
地 方 債   
社 債   
株 式   
外 国 証 券   
そ の 他 の 証 券    
合      計

3,607
9,033
3,831

－
－
－

16,472

15,243
6,665
4,201

－
700
－

26,811

11,910
2,273
1,890

－
－
－

16,074

316
312
554
－
－
－

1,183

388
－

212
－

104
－

705

13,152
1,705
1,562

－
92

2,848
19,360

44,619
19,990
12,253

－
897
2,848
80,608

区　分
年　度 2009年度末

1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超 
（期間の定めのないものを含む） 合　計

（単位 : 百万円）

国 債   
地 方 債   
社 債   
株 式   
外 国 証 券   
そ の 他 の 証 券    
合      計

5,813
7,345
2,589

－
100
－

15,848

14,362
14,679
6,604

－
400
－

36,047

3,773
1,312
1,351

－
299
－

6,737

203
614
407
－
－
－

1,224

－
－
－
－

104
－

104

5,182
1,703
1,149

－
92

5,144
13,272

29,333
25,656
12,101

－
997
5,144
73,234

元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」
という）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号イからホまで（貸倒引当金勘定への繰入限度
額）に掲げる事由または同項第4号に規定する事由が生じている貸付金です。
未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸付金以外の貸付金です。
元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸付金で、破綻先債権および延滞債権に該当しない
ものです。 
債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の
債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、1. から3.までに掲げる債権に該当しないものです。

（注）1. 破　綻　先　債　権

　　2. 延　滞　債　権

　　3. 3カ月以上延滞債権

　　4. 貸付条件緩和債権

⑫リスク管理債権の状況    

区　分
年　度 2008年度末 2010年度末

（単位 : 百万円）

破 綻 先 債 権  

延 滞 債 権  

3 カ 月 以 上 延 滞 債 権  

貸 付 条 件 緩 和 債 権  

合 計 

－

－

－

－

－

2009年度末

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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⑮特別勘定資産残高・特別勘定の運用収支　　　該当ありません。

⑭有形固定資産および有形固定資産合計の残高    

区　分
年　度 2008年度末 2010年度末

（単位 : 百万円）

土 地  
営 業 用  
賃 貸 用  
建 物  
営 業 用  
賃 貸 用  
建 設 仮 勘 定  
営 業 用  
賃 貸 用  

計 
営 業 用  
賃 貸 用  
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 合 計

－
－
－

220
220
－
－
－
－

220
220
－
50
270

－
－
－

227
227
－
－
－
－

227
227
－

156
384

2009年度末

－
－
－

223
223
－
－
－
－

223
223
－

102
325

⑬債務者区分に基づいて区分された債権    

区　分
年　度 2008年度末 2010年度末

（単位 : 百万円）

破 産 更 生 債 権 及 び こ れ ら に 準 ず る 債 権   

危 険 債 権    

要 管 理 債 権    

正 常 債 権    

合          計 

－

－

－

－

－

2009年度末

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
（注）1. 破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　　2. 危険債権

　　3. 要管理債権

　　4. 正常債権

破産手続開始、更生手続開始または再生手続開始の申立て等により、経営破綻に陥っている債務者に
対する債権およびこれらに準ずる債権です。
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の
元本回収および利息の受取りができない可能性の高い債権です。
3カ月以上延滞貸付金および貸付条件緩和貸付金です。なお、3カ月以上延滞貸付金とは、元本または
利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸付金（1. および2. に掲げる債権を除く）で
あり、貸付条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で1. および
2. に掲げる債権ならびに3カ月以上延滞貸付金に該当しない債権です。
債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、1. から3. までに掲げる債権以外の
ものに区分される債権です。
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⑯保険契約準備金   

種　目
年　度 2008年度末2007年度末2006年度末 2010年度末

（単位 : 百万円）

火 災  
海 上  
傷 害  
自 動 車  
自 動 車 損 害 賠 償 責 任 
そ の 他  
合 計

5
15
828

19,768
287
－

20,904

2009年度末

［支払備金］

0
16
542

13,520
167
 －

14,246

－
20
456

11,603
155
－

12,236

0
6

753
16,750
215
－

17,725

0
5

666
14,875
182
 －

15,729

種　目
年　度 2008年度末 2010年度末

（単位 : 百万円）

火 災  
海 上  
傷 害  
自 動 車  
自 動 車 損 害 賠 償 責 任 
そ の 他  
合 計

2007年度末2006年度末

100
45

22,105
40,499
1,323
 －

64,073

2009年度末

68
235

11,169
30,039
1,198

－
42,711

38
204
8,322
26,500
1,038

－
36,104

84
56

18,382
38,267
1,333

－
58,125

105
191

14,731
34,539
1,223
 －

50,791

［責任準備金］

（注）1. 積立方式および積立率は、保険業法第3条第5項第1号に掲げる保険に係る保険契約および保険業法第3条第5項第1号に掲げる保険を主たる
保険としている保険契約を除いています。

　　2. 保険料積立金および積立保険に係る払戻積立金以外について積立方式という概念がないため、積立方式は保険料積立金および積立保険に
係る払戻積立金について記載しています。

　　3. 積立率＝（実際に積立てている普通責任準備金＋払戻積立金）÷（下記（1）～（3）の合計額）
　　（1）標準責任準備金対象契約に係る平成8年大蔵省告示第48号に定める方式により計算した保険料積立金および払戻積立金（保険業法施行

規則第68条第2項に定める保険契約に限る）
　　（2）標準責任準備金対象外契約に係る平準純保険料式により計算した2001年7月1日以降に保険期間が開始する保険契約に係る保険料積立金、

保険業法施行規則第68条第2項に定める保険契約以外の保険契約で2001年7月1日以降に保険期間が開始する保険契約に係る払戻積立金
ならびに2001年7月1日前に保険期間が開始する保険契約に係る普通責任準備金および払戻積立金

　　（3）2001年7月1日以降に保険期間が開始する保険契約に係る未経過保険料

⑰責任準備金積立水準   

区　分
年　度 2009年度 2010年度

標 準 責 任 準 備 金 対 象 契 約 
標 準 責 任 準 備 金 対 象 外 契 約

積 立 率

標準責任準備金
－
100.0%

標準責任準備金
－
100.0％

積 立 方 式

2010年度末
普通責任準備金 危険準備金 契約者配当準備金等 合　計異常危険準備金 払戻積立金

（単位 : 百万円）

火 災  
海 上  
傷 害  
自 動 車  
自 動 車 損 害 賠 償 責 任 
そ の 他  
合 計

92
40

20,689
30,011
1,323
 －

52,157

7
4

1,404
10,488

 －
 －

11,905

0
－
8
－
－
－
8

－
－
2
－
－
－
2

－
－
－
－
－
－
－

100
45

22,105
40,499
1,323
 －

64,073

［責任準備金残高の内訳］

種　目
区　分

78
48

17,204
27,555
1,333

－
46,220

5
8

1,168
10,712

－
－

11,895

0
－
5
－
－
－
6

－
－
3
－
－
－
3

－
－
－
－
－
－
－

84
56

18,382
38,267
1,333

－
58,125

2009年度末
普通責任準備金 危険準備金 契約者配当準備金等 合　計異常危険準備金 払戻積立金

（単位 : 百万円）

火 災  
海 上  
傷 害  
自 動 車  
自 動 車 損 害 賠 償 責 任 
そ の 他  
合 計

（注）地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る責任準備金については、普通責任準備金として記載しています。

種　目
区　分
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②売買目的有価証券運用損益　　　該当ありません。

①有価証券売却損益および評価損   

区　分
年　度

売却益 売却益売却損 売却損評価損 評価損
2008年度 2010年度

（単位 : 百万円）

国 債 等  

株 式  

外 国 証 券  

合 計

61

 －

 －

61

143

 －

 －

143

29

 －

 －

29

3

－

－

3

－

－

－

－

－

－

－

－

売却益 売却損 評価損
2009年度

7

－

－

7

12

－

－

12

－

－

－

－

損益の明細 Ⅲ

③事業費（含む損害調査費）

区　分
年　度 2008年度 2010年度

（単位 : 百万円）

人 件 費    
物 件 費    
税 金  
火災予防拠出金および交通事故予防拠出金 
保険契約者保護機構に対する負担金 
諸 手 数 料 及 び 集 金 費 
合 計

5,252
13,154
509
0
23

1,063
20,004

6,542
15,074
626
0
31

1,324
23,599

2009年度

5,819
13,985
566
0
27

1,271
21,671

（注）金額は損益計算書における「損害調査費」、「営業費及び一般管理費」ならびに「諸手数料及び集金費」の合計額です。

⑳資本金等明細表　　　資本金等の明細につきましては、59ページの株主資本等変動計算書をご参照ください。

⑲貸付金償却の額　　　該当ありません。

⑱引当金明細表     
［2010年度］ （単位 : 百万円）

区　分 2009年度末 
残　　　高 

2010年度末 
残　　　高 

2010年度 
増  加  額 

2010年度減少額
目的 使 用 その他

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
賞 与 引 当 金  
価 格 変 動 準 備 金

－
－
－
－
28
589
27

－
－
－
－
6

695
16

－
－
－
－
－

589
－

－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
34
695
43

一 般 貸 倒 引 当 金 
個 別 貸 倒 引 当 金 
特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定
合 計 

貸
倒
引
当
金

［2009年度］ （単位 : 百万円）
2008年度末 
残　　　高 

2009年度末 
残　　　高 

2009年度 
増  加  額 

2009年度減少額
目的 使 用 その他

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
賞 与 引 当 金  
価 格 変 動 準 備 金

－
－
－
－
37
575
12

－
－
－
－
6

589
14

－
－
－
－
16
575
－

－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
28
589
27

一 般 貸 倒 引 当 金 
個 別 貸 倒 引 当 金 
特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定
合 計 

貸
倒
引
当
金

区　分
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①有価証券
時価情報等 Ⅳ

［売買目的有価証券］　　　該当ありません。

④固定資産処分損益

区　分
年　度

処分益 処分損
2010年度
（単位 : 百万円）

土 地 ・ 建 物  
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 
無 形 固 定 資 産 
合 計

処分益 処分損
2008年度

－
－
－
－

1
 1

 3,816
3,819

－
－
－
－

7
9
32
49

処分益 処分損
2009年度

－
－
－
－

5
2

840
848

⑤減価償却費および賃貸用不動産等減価償却明細表
（単位 : 百万円）

建 物
営　　　　業　　　　用

 賃　　　　貸　　　　用
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
合 　 　 　 計

取得価額資産の種類 償却累計額2010年度
償却額

2010年度末
残高

463
463
 －
278
7,979
8,721

46
46
 －
67
614
729

235
235
 －
121
4,347
4,704

227
227
 －
156
3,632
4,016

［2010年度］

（単位 : 百万円）

建 物
営　　　　業　　　　用

 賃　　　　貸　　　　用
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
合 　 　 　 計

取得価額資産の種類 償却累計額2009年度
償却額

2009年度末
残高

429
429
－

204
5,691
6,324

42
42
－
29
438
509

205
205
－

102
3,778
4,086

223
223
－

102
1,912
2,238

［2009年度］

［子会社株式および関連会社株式］　　　該当ありません。

貸借対照表
計上額

種　類 時  価 差  額

（単位 : 百万円）

公 社 債
外 国 証 券
小  計
公 社 債
外 国 証 券
小  計

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

合 　 　 　 計

54,861
700

55,561
11,083
196

11,280
66,841

55,376
713

56,089
10,875
193

11,069
67,159

514
13
527
△207
△3

△210
317

貸借対照表
計上額 時  価 差  額

50,936
598

51,534
3,526
399
3,926
55,460

51,543
616

52,159
3,476
392
3,869
56,028

607
18
625
△50
△6
△56
568

［満期保有目的の債券］
2009年度末 2010年度末
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②金銭の信託

③デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く）

④保険業法に規定する金融等デリバティブ取引

⑤先物外国為替取引

⑥有価証券関連デリバティブ取引（⑦に掲げるものを除く）

⑦金融商品取引法に規定する有価証券先物取引もしくは有価証券先渡取引、外国金
融商品市場における有価証券先物取引と類似の取引（国債証券等および金融商
品取引法第2条第1項第17号に掲げる有価証券のうち同項第1号の性質を有する
ものに係るものに限る）

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

連結財務諸表Ⅴ
該当ありません。

貸借対照表
計上額

種　類
取得原価 差  額

（単位 : 百万円）

公 社 債
そ の 他
小  計
公 社 債
そ の 他
小  計

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

合 　 　 　 計

5,609
－

5,609
5,308
2,848
8,156
13,766

5,552
－

5,552
5,336
2,848
8,184
13,736

57
－
57
△27
－

△27
29

貸借対照表
計上額 取得原価 差  額

10,063
－

10,063
2,565
5,144
7,710
17,773

9,983
－

9,983
2,605
5,144
7,750
17,733

79
－
79
△39
－

△39
40

［その他有価証券］
2009年度末 2010年度末

2009年度 2010年度
種　類

（単位 : 百万円）

公 社 債 507 3 －

売却額 売却益の
合計額

売却損の
合計額 売却額 売却益の

合計額
売却損の
合計額

249 7 12

［当年度中に売却したその他有価証券］
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財務諸表の正確性、内部監査の有効性についての確認書Ⅵ
2010年4月1日から2011年3月31日までの事業年度に係る財務諸表の正確性、および、内部監査の有効性については、以下のとおり
当社代表取締役社長が確認しています。

確　認　書

ソニー損害保険株式会社
代表取締役社長   山本  真一

1.　私は、当社の2010年4月1日から2011年3月31日までの第13期事業年度に係る財務諸表に記載した
事項について確認したところ、私の知る限りにおいて、すべての重要な点において虚偽の記載および記載
すべき事項の記載漏れはありません。

2.　当社は、以下の体制を構築し、これが適切に機能する環境を整備することにより、財務諸表の適正性の
確保を図っております。

（1）財務諸表の作成に当たって、その業務分担と所管部署が明確化されており、所管部署において適切
に業務を遂行する体制を整備しております。

（2）内部監査部門により、所管部署における内部管理体制の適切性・有効性を検証し、重要な事項に
ついては取締役会等へ適切に報告する体制を整備しております。

（3）当社の重要な情報については、取締役会等へ適切に付議・報告されております。
以上
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株主・株式の状況 I

株主名称 

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社 東京都港区南青山1-1-1 40万株  100% 

住　　所 所有株式数 発行済株式総数に対する 
所有株式の割合

（2011年7月1日現在）②株式分布状況および上位10名の株主

①基本事項

 ＊電子公告できない場合、東京都において発行される日本経済新聞に掲載します。

■定時株主総会開催時期　　事業年度終了後4ヵ月以内
■決算期日 毎年3月31日

■公告の方法 電子公告 （公告掲載URL　http://from.sonysonpo.co.jp/company/fr05070.html）

年　月　日 新株発行数 
（単位 : 株）

発行済株式総数  
（単位 : 株）

増　資　額 
（単位 : 百万円）

資　本　金  
（単位 : 百万円）

（2011年7月1日現在）③資本金の推移および最近の新株の発行 

1998年  6月10日
1999年  4月  3日
1999年  7月24日
1999年  8月20日
2000年  7月  4日
2001年  8月29日
2003年  6月25日

9,600 
400 

20,000 
70,000 
100,000 
100,000 
100,000 

9,600 
10,000 
30,000 
100,000 
200,000 
300,000 
400,000 

－ 
20 

1,000 
3,500 
5,000 
5,000 
5,000 

480 
500 
1,500 
5,000 
10,000 
15,000 
20,000 

従業員の状況  Ⅱ

（注）1.  従業員には、使用人兼務取締役、休職者、アルバイトまたはパートを含んでいません。 
　　2.  平均給与月額は2011年3月の平均給与月額（時間外手当を含む）であり、賞与は含まれていません。 
　　3.  平均年齢および平均勤続年数は小数点第2位を切り捨てて小数点第1位までを表示しています。 

区　分

合　計 922名 37.9歳 4.2年 369千円

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額

（2011年3月31日現在）

会社の概要
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＊執行役員を兼務

取締役・監査役および執行役員一覧Ⅲ

役　職 氏　名 主な兼職の状況

代表取締役社長

取　締　役

取　締　役

取　締　役

取　締　役

取　締　役

常勤監査役

監　査　役

監　査　役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　取締役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　代表取締役社長
ソニー生命保険株式会社　代表取締役社長
ソニー銀行株式会社　取締役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　取締役
ソニー生命保険株式会社　取締役
ソニー銀行株式会社　取締役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　監査役
ソニー生命保険株式会社　監査役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　常勤監査役
ソニー生命保険株式会社　監査役
ソニー銀行株式会社　監査役

ソニー株式会社　経理部門連結経理部課長

（2011年7月1日現在）

（2011年7月1日現在）

山本　真一

丹羽　淳雄

福本　俊彦

佐久間　隆

井原　勝美

渡辺　寛敏

矢島　孝俊

佐野　　宏

中川　隆之

やまもと しんいち

としひこふくもと

い は ら か つ み

わたなべ ひろとし

なかがわ たかゆき

さ　の ひろし

に　わ あ つ お

や じ ま たかとし

さ　く　ま たかし

役　職 氏　名 担当職務

社長執行役員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

監査部担当

経営企画管理部担当、財務部担当、経理部担当、広報･CSR部担当
経営企画管理部長委嘱

総務人事部担当、人財開発部担当、総合管理部担当、募集資料審査部担当、
お客様の声対応推進部担当

ダイレクトマーケティング部担当､ウェブサイト企画部担当､コンテンツ管理室担当
ダイレクトマーケティング部長委嘱

カスタマーセンター担当、企画数理部担当、自動車商品部担当、医療火新商品部担当
カスタマーセンター部長委嘱

タイアップマーケティング部担当
タイアップマーケティング部長委嘱

システム企画部担当、業務企画部担当
システム企画部長委嘱

損害サービス業務部担当、損害サービス企画部担当、事故サポート部担当、
損害サービス第1部担当、損害サービス第2部担当
損害サービス業務部長委嘱

山本　真一

丹羽　淳雄

福本　俊彦

佐久間　隆

福谷　仁良

藤井　信彦

玉田　孝一郎

濱場　洋一

やまもと しんいち

さ　く　ま たかし

ふ く や まさよし

ふ じ い のぶひこ

に　わ あ つ お

ふくもと としひこ

た ま だ こういちろう

は ま ば よういち

＊

＊

＊

＊
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会社の機構 Ⅳ

東京コンタクトセンター 

株
主
総
会

監
査
役
会

保
険
計
理
人

取
締
役
会

経
営
会
議

事故受付第2サービスセンター  
札幌市中央区大通西7-2-13　小学館ビル5F

事故受付第1サービスセンター  

お客様相談室お客様の声対応推進部 

事故サポート部

損害サービス業務部

損害サービス企画部

カスタマーセンター

車両損害第2サービスセンター

東京都大田区蒲田5-15-8　蒲田月村ビル5F
車両損害第1サービスセンター

札幌コンタクトセンター 

医療・火災サービスセンター 東京都大田区蒲田5-37-1　アロマスクエア12F

東京都大田区蒲田5-15-8　蒲田月村ビル5F

北海道サービスセンター 札幌市中央区大通西9-1-18　SFI札幌ビル8F

東日本サービスセンター 仙台市宮城野区榴岡2-5-30　SFI仙台ビル3F

損害サービス第1部
人傷・搭傷第1サービスセンター

首都圏サポートサービスセンター 

首都圏第4サービスセンター
首都圏第3サービスセンター
首都圏第1サービスセンター

首都圏第5サービスセンター
首都圏第2サービスセンター

横浜市西区高島2-19-3　日通商事横浜ビル4F

東京都港区港南2-13-40　品川TSビル2F

中国・四国サービスセンター 広島市中区中島町2-21　SFI広島ビル5F　

関西第4サービスセンター
関西第3サービスセンター

大阪市北区堂島2-4-27　新藤田ビル11F関西第2サービスセンター
関西第1サービスセンター

中部第3サービスセンター
中部第2サービスセンター 名古屋市中区丸の内3-17-3　CRD丸の内4Ｆ

中部第1サービスセンター

福岡市中央区天神4-6-7　天神クリスタルビル5F九州サービスセンター

人傷・搭傷第2サービスセンター

総合管理部

経営企画管理部

企画数理部

ダイレクトマーケティング部 

タイアップマーケティング部

ウェブサイト企画部 

募集資料審査部

広報・CSR部   

経理部 

財務部  

システム企画部   

業務企画部

人財開発部

総務人事部

監査部

自動車商品部

医療火新商品部

損害サービス第2部

＊お客様の声対応推進部、カスタマーセンター、事故サポート部、 
損害サービス第1部、損害サービス第2部以下の組織は、
お客様に直接サービスを提供する部門を中心に掲載しています。

2011年7月1日現在
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■解約返戻金
　保険契約を解約した場合に、受取ることができるお金のことで、保険の種
類や契約方式により、返戻金の有無や金額が異なります。

■価格変動準備金
　保険会社が保有する株式・債券等の価格変動による損失に備えることを目
的として、あらかじめ積立てる準備金をいいます。

■過失相殺
　損害賠償額を算出する場合に、被害者にも過失があれば、その過失割合に
応じて損害賠償額を減額することをいいます。

■過失割合
　保険事故の損害額のうち、ご自身の責任割合をいいます。
■契約の解除
　保険契約者または保険会社の意思により、契約が初めからなかったと同様
の状態に戻すことをいいます。ただし、多くの保険約款では、契約の当初
まで遡らず、解除時点から将来に向かってのみ効力を生ずることとしてい
ます。
■契約の失効
　保険契約が将来に向かって効力を失い終了することをいいます。例えば、
保険で支払われない事故によって保険の対象が滅失した場合は保険契約
は失効となります。
■告知事項
　危険（損害または傷害の発生する可能性）に関する重要な事項のうち、保険
契約の締結に際して、保険会社からの質問に正しくお答えいただく事項を
いいます。（告知義務）
■再調達価額
　保険契約の対象である物と同等の物を、新たに建築あるいは購入するため
に必要な金額をいいます。
□市場販売価格相当額
　契約している自動車と同一車種・車名・型式・仕様・初度登録年月または
年式で同一損耗程度の自動車を、自動車販売店等がお客様に販売する
店頭渡現金販売価格相当額をいいます。消費税は含まれますが、それ
以外の税金、保険料、登録費用等は含まれません。

■時価（額）
　保険契約の対象である物と同等の物を、新たに建築あるいは購入するため
に必要な金額から、使用による消耗分を差引いた金額をいいます。
■事業費
　保険会社の事実上の経費で、損害保険会計では「損害調査費」「営業費
及び一般管理費」「諸手数料及び集金費」を総称していいます。

■地震保険料控除制度
　地震保険を契約して保険料を支払うと、国税は2007年分以後の所得税、
地方税は2008年度分以後の個人住民税について、その支払保険料に応
じて、一定の額がその年の契約者の所得から差引かれる制度をいいます。
■全損
　保険の対象が、完全に滅失した場合や、修理、回収に要する費用が再調達
価額または時価（額）を超えるような場合をいいます。なお、これらに至ら
ない損害を分損といいます。
■損害保険料率算出機構
　「損害保険料率算出団体に関する法律」に基づいて設立された特殊法人
です。損害保険における公正な保険料率を算出する際の基礎とすることが
できる参考データ等の算出を行っています。
■損害率
　収入保険料に対する支払った保険金の割合をいいます。保険会社の経営
分析や保険料率の算出に用いられます。正味損害率は正味支払保険金に
損害調査費を加えて正味収入保険料で除した割合を指します。

■通知義務
　保険を契約した後、保険の対象を変更するなど契約内容に変更が生じた
場合に、保険契約者または被保険者が速やかに保険会社に連絡する義務
をいいます。
■被保険者
　保険の補償を受ける人、または保険の対象となる人をいいます。保険契約
者と同一人のこともあり、別人のこともあります。後者の場合の保険契約を
「他人のためにする保険契約」といいます。
■分損
　保険の対象の一部に損害が生じた場合のことで、全損に至らない損害を
いいます。

■保険期間
　保険の契約期間、すなわち保険会社が保険契約により補償の責任を負う
期間のことです。この期間内に保険事故が発生した場合にのみ保険会社は
保険金を支払います。ただし、保険期間中であっても保険料が支払われて
いないときには保険会社の責任は開始しないと定めることが多くあり、その
場合は保険事故が発生しても保険金は支払われません。

■保険金
　保険契約によって補償される事故により損害が生じた場合に、保険会社が
被保険者に支払う金銭のことです。

■保険金額
　保険契約において設定する契約金額のことで、保険事故が発生した場合
に、保険会社が支払う保険金の限度額をいいます。その金額は、保険契約
者と保険会社との契約によって定められます。

■保険契約者
　保険会社に保険契約の申込みをする人をいいます。契約が成立すれば、
保険料の支払義務を負います。

■保険契約準備金
　保険契約に基づく保険金支払いなどの責任を果たすために保険会社が
決算期末に積立てる準備金で、貸借対照表の負債の部に記載されます。
支払備金、責任準備金などがあります。
□支払備金
　決算日までに発生した保険事故で、保険金支払額が未確定のものや保
険金が未払いのものについて、その保険金の見込額や未払額を積立て
る準備金のことをいいます。
□責任準備金
　将来の保険金支払いなどの保険契約上の保険会社が負う債務に対し
て、あらかじめ積立てておく準備金をいいます。これには、「普通責任準
備金」「異常危険準備金」「危険準備金」「払戻積立金」「契約者配当準備
金等」、などがあります。

■保険事故
　保険契約において、保険会社がその事実の発生を条件として保険金の支
払いを約束した偶然な事実をいいます。火災、交通事故、人の死傷などが
その例です。
■保険の目的
　保険を付ける対象のことをいいます。船舶保険での船体、貨物保険での貨
物、火災保険での建物・家財、自動車保険での自動車などがこれにあたり
ます。
■保険引受利益
　正味収入保険料などの保険引受収益から、保険金や損害調査費などの保
険引受費用と、保険引受に係る営業費及び一般管理費を控除し、その他収
支を加減したものをいいます。なお、その他収支は自賠責保険等に係る
法人税相当額などです。
□正味収入保険料
　契約者から直接受取った保険料（元受正味保険料）から再保険料を加減
（出再正味保険料を控除し、受再正味保険料を加える）し、さらに積立保
険料を控除した保険料をいいます。

■保険約款
　保険契約の内容を定めたものです。保険約款には、基本的な内容を定めた
普通保険約款と、普通保険約款の規定内容を補充・変更する特約とがあり
ます。
■保険料
　保険契約者が保険契約に基づいて保険会社に支払う金銭のことです。保
険契約の申込みをしても、保険料の支払いがなければ、補償されません。 

■免責
　保険契約の申込みに際して、補償されない（保険金が支払われない）事項
を定める場合があり、これを免責または免責事項といいます。保険事故が
発生しても、免責事項に該当する場合は補償されません。

■免責金額
　自己負担額のことをいいます。一定金額以下の小損害について、契約者ま
たは被保険者が自己負担するものとして設定する金額のことで、免責金額
を超える損害については、免責金額を控除した金額を支払う方式と、損害
額の全額を支払う方式とがあります。

■免責条項
　損害が生じても保険金をお支払いできない場合について定めた条項のこ
とをいいます。保険約款の条文に「保険金を支払わない場合」などの見出し
がつけられています。

損害保険用語の解説（50音順）
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